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共同購入から見る「有機農業運動」の現在
――消費者グループ「安全な食べものをつくって食べる会」を事例として――
The Present Status of the Organic Agricultural Movement
Viewed from the Group Purchase:
A Case Study of a Consumer Group, Anzen-na-Tabemono-wo-Tsukkute-Taberu-Kai
舩　戸　修　一
Shuichi Funato
Abstract
　　In the early 1970s, the organic agricultural movement in Japan was started mainly by consumers to 
acquire food security. The movement took a unique form, Teikei (an alternative distribution system of 
farm-fresh vegetables that was based on mutual farmer-consumer understanding). In cities having a large 
number of consumers, Teikei involved group purchases. There was a decline in the number of full-time 
housewives as a result of women’s social advancement; at the same time, the number of members of the 
group purchase system was decreasing. In the latter half of the 1980s, distribution centers began offering 
home delivery to buyers of organic farm products. More consumers began availing of these services, and 
fewer consumers made group purchases. In the capital sphere, however, many people are still opting for 
group purchases.
　　This paper focuses on a consumer group, Anzen-na-Tabemono-wo-Tsukkute-Taberu-Kai, which have 
been practiced Teikei with agricultural farmers in the former Miyoshi Village, Chiba Prefecture (currently 
a part of Minami-Boso city) since 1973. Building relationships with farmers and related members, this 
group made efforts to maintain group purchase. Through interviews and analysis of the records of these 
group members, it becomes clear that their efforts supported the social movement and nurtured a feeling 
of security to organic agricultural products. Their efforts, however, were transformed to qualification of 
eating them, and this made it difficult for them to attract new members. On the other hand, home delivery 
members, began to recruit as a new membership in 2000, tend to increase every year. And there is a 
difference in the attitude to the Teikei between home delivery members and group purchase members. 
At present, ever increasing number of home delivery members, the movement that try to create the 
situation to be easily took part in, and to put the new meaning to, the group purchase from the inside of 
the movement can be seen.
Keywords: organic agricultural movement, TEIKEI, group purchase, home delivery member
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要　旨
　日本の有機農業運動は、主に「食の安全性」を求める消費者によって 1970 年代前半から始まった。この運
動は、生産者と消費者が信頼に基づいて直接農産物を取り引きする「提携」という独特の手法をとった。そして、
この提携は消費者の多い都市では、グループによる共同購入という形態をとった。ところが女性の社会進出
によって運動の担い手であった専業主婦が減少し、共同購入に参加する消費者は少なくなっていった。こう
したなか 1980 年代後半から宅配サービスを導入した有機農産物の流通業者が登場してきた。こうして有機農
産物の宅配を選択する消費者は増える一方で、共同購入に基づく提携に参加する消費者は減少していったの
である。しかし現在も共同購入に参加する消費者は首都圏を中心に数多くいる。
　本論文では、1973 年から千葉県の三芳村（現在は南房総市の一部）の生産者と提携を実践してきた、首都
圏の消費者グループ「安全な食べ物をつくって食べる会」を取りあげる。この会では、消費者会員が「生産
者との関係性」や、「消費者会員との関係性」を構築しつつ、共同購入を維持する努力をしてきた。そして、
こうした消費者会員の努力によって有機農産物への安心感を醸成させている。ところがその努力が食べる資
格へと転化し、新規会員の獲得を困難にしている現実もある。その一方で、2000 年から新規会員として募集
し始めた宅配会員も年々増加する傾向にある。しかし宅配会員と共同購入の会員のあいだで、提携に対する
考え方に違いが見られる。こうしたなか現在、共同購入に取り組みやすい状況や共同購入に対する新しい意
味付けを運動体内部から創り出そうという動きが見られている。
キーワード：有機農業運動、提携、共同購入、宅配会員
1．はじめに――問題の所在と分析視角
　今後の日本農業の進路は、生産者の意向だけで
展望することは不十分である。というのも、国内
の農産物市場は買い手優位であるため、消費者の
意向も農業生産の維持にとって無視できないと考
えられるからである。実際、2005 年 3 月に閣議
決定された「食料・農業・農村基本計画」では、
その施策の基本的視点の一つとして「消費者が求
め、消費者に選択される農産物や食品を供給する
ことが、食料供給産業としての農業と食品産業が
発展するための基本である」と述べられ、「消費
者の視点の施策への反映」が謳われている。消費
者が国内産の農産物を「買い続ける＝買い支える」
ことになれば、生産者の農業経営や営農環境の維
持も期待できるだろう。現在、日本農業の「持続
可能性（Sustainability）」を図るためには、農業
生産と消費の双方からの相互理解や協力は無視で
きなくなっている。
　そもそも日本では、こうした農業現場における
消費者の存在を強く意識した実践活動として有機
農業運動があったことを忘れてはならない。1960
年代末、人工甘味料のチクロや合成殺菌料の AF2
に代表される食品添加物の問題、BHC など農薬
の残留危険性から「食の安全性」を求める声が高
まり、「農薬や化学肥料を使わない農業体系」と
して「有機農業」が注目されるようになった。ま
た農業現場においても、農薬散布による健康被害
や化学肥料の多投による土壌劣化など近代農業の
弊害も表面化しつつあった。こうして 1970 年代
前半から「食の安全性」を求める消費者と無農薬・
無化学肥料栽培に取り組む生産者が直接結び合う
ことによって「有機農業運動」が始まったのであ
る 1）。
　この活動において特筆すべきことは、「提携」
という独創的な運動手法を生みだしたことであ
る。これは、既存の市場流通に依存するのではな
く、生産者自らが農産物を消費者に直接届けると
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いう流通手法であった。これは、両者が直接的に
結びつくこと――「関係性の重視」――による食
の安全・安心システムの構築も意味していた。こ
の「生産者と消費者が直結し、お互いの信頼関
係に基づいて構築する有機農産物の流通方法」で
ある「提携（産消提携）」は、日本の有機農業運
動の特徴である（桝潟 1985 → 2004:257）。こう
して、山形県高畠町の有機農業生産者と消費者グ
ループ「所沢生活村」、千葉県成田市の有機農業
生産者と消費者グループ「ワンパック野菜の会」、
そして千葉県三芳村の有機農業生産者と消費者グ
ループ「安全な食べ物をつくって食べる会」など
生産者と消費者による提携活動が各地で取り組ま
れ、1970 年代後半から 1980 年代にかけて全国的
に広がりを見せるのである（桝潟 2008:60-64）。
　もとより、この提携がとりわけ大都市圏では「共
同購入」という形態をとったことは注視すべきで
ある。これは「ポスト」「ステーション」「班」な
どと呼ばれる荷受け場所まで生産者が農産物を自
主配送し、その拠点に所属する会員が荷受けと仕
分けをするという仕組みである。数多くの会員を
抱える消費者グループでは、一人ひとりの消費者
に農産物を配送するには多くの時間や労働コスト
がかかる。効率よく、農産物を届けるためには、
共同購入という手段が採用されたのであった。
　ところが、1980 年代から女性の社会進出によっ
て運動の担い手であった専業主婦が減少した結
果、このような農産物の共同購入に参加すること
が難しくなった。こうしたなか、有機農産物を専
門に扱う企業や流通業者が「宅配」による有機農
産物の取り扱いを始めるのである 2）。このサービ
スは、有機農産物を購入したくても、共同購入に
参加する時間を確保できない消費者にとって福音
であった。こうして現在、有機農産物をめぐる流
通は、有機農産物を取り扱う企業や流通事業者に
よる宅配サービスが主流になりつつある。
　こうした有機農産物の流通状況を踏まえ、「社
会学」や「農業経済学」では有機農業運動、とり
わけ共同購入に基づく提携の現実を扱った代表的
な先行研究として谷口吉光、桝潟俊子、波夛野豪
の研究があげられる 3）。まず谷口（1987､1989）
は、有機農産物の提携グループである埼玉県の「所
沢生活村」をとりあげ、「生活の場における主体
性と提携関係における共同性」の二側面を追及す
る「『生活者の形成過程』」と提携の実践活動を定
義した 4）。また桝潟（2008）は、提携における関
係性を生産者と消費者という互いに立場の異なる
他者が創出する「親密圏」として捉え、様々な提
携のネットワークが構築される諸相を示した。さ
らに波夛野（1998）は、提携活動のために生産
者と消費者がそれぞれ様々な組織形態を創りあげ
ていったことを明らかにし、その類型化を提示し
た。しかし、こうした研究は、主に 1980 年代の
有機農業運動の事例を対象にしたものであり、宅
配サービスが優位になる昨今の有機農業運動に参
加する消費者の様々な意識や思いまでは明らかに
していない。さらに有機農業運動の特徴である「産
消提携の活動は、停滞もしくは凋落の一途である」
（波夛野 2004:53）と指摘されるものの、そのな
かから提携を積極的に維持していこうという消費
者に見られる工夫や新しい意味づけまでは明らか
にしていない。このように「停滞」や「凋落」と
して見なされている提携活動の問題や課題だけで
なく、消費者自身が共同購入に対して工夫をし、
それを維持している日常を踏まえつつ、その意味
や可能性を新たに構築している現実を明らかにす
る研究はない 5）。
　そこで本稿では、千葉県の三芳村（現在は南房
総市の一部）の有機農業生産者 27 戸で組織され
る「三芳村生産グループ」と提携を実践してきた
首都圏の消費者グループである「安全な食べ物を
つくって食べる会（以下、食べる会）」をとりあ
げたい。この取り組みは、1973（昭和 48）年か
ら始まり、日本の有機農業運動や「提携」活動の
モデル事例の一つとして位置づけられてきた。現
在も「食べる会」では、共同購入を軸にした提携
活動に取り組んでいる。
　これまで「食べる会」については、代表的な先
行研究として中野芳彦・中島静司の研究がある。
中野・中島（1982）は、この会の消費者会員に
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対するアンケート調査から、運動参加者の年齢構
成、学歴、居住地域、世帯年収、支持政党、環境
問題への関心などを明らかにした。また「食べる
会」への入会動機や会員の食生活についても明示
した。この調査によって、高等教育を受け就職し
たものの、結婚して専業主婦となり、郊外の新興
住宅地や団地で子育てをしつつ、家族のために安
全な食べ物を求めている三、四〇代の女性たちが
運動の主な担い手であったことが指摘された。し
かし、この研究は、1980 年代までの「食べる会」
を捉えた研究であり、共同購入による提携活動が
厳しくなりつつある昨今の状況を踏まえた研究で
はない。
　そこで本稿では「食べる会」の消費者会員に対
する聞き取り調査（2005 年 1 月～ 2009 年 9 月）
をもとに、以下のように論述を展開したい 6）。ま
ず三芳村の農家と「食べる会」との提携の成立経
緯を説明する（2 節）。次に 1980 年代後半から有
機農業運動を取り巻く環境の変化を踏まえ、「食
べる会」側の取り組みの変容を述べる（3 節）。
こうしたなか、消費者会員が共同購入に積極的
に参加する理由を明らかにする（4 節）。そして、
共同購入に伴う身体的な経験は、運動の「達成感」
だけでなく、生産者や農産物への「安心感」や「信
頼感」を醸成させる一方で、それが食べる「資格」
へ転化し、宅配会員や新規会員に対して葛藤を抱
えていることを指摘する（5 節）。しかし、こう
した共同購入による提携活動による問題や困難を
抱えながらも、それに取り組むための創意工夫や
新しい意味づけを積極的に消費者会員が行い、そ
れを積極的に維持していこうとする様々な実践が
見られることを指摘する（6 節）。こうした活動
によって消費者会員に農業や生産者に対する深い
理解を生み、それが「買い続ける＝買い支える」
ことになったことは、日本農業の持続性を考える
うえで特筆すべきことであり、それゆえ共同購入
を維持するために消費者自身が行う日常的な実践
を明らかにしていくことは、今後の提携活動の可
能性を追究するうえで意義があると思われる。
2．「共同購入」による有機農業運動の始まり
　まず「食べる会」と千葉県三芳村の農家との提
携の始まりと展開経緯を説明する。この取り組み
は、1973 年 10 月、東京・多摩地区に住む主婦た
ち 27 人が安心して食べられる農産物を求めて、
三芳村の山名地区を訪ねたことに始まる。もとも
と彼女たちは、北海道の「よつ葉牛乳」の共同購
入運動に参加していた消費者であった 7）。信頼で
きる牛乳を手に入れることができた彼女たちは、
今度は「無農薬・無化学肥料の野菜」と「放し飼
いの卵」の生産を地元農家に依頼したのである 8）。
　ところが、ほとんどの農家は農薬や化学肥料を
使用しても収穫できなかった経験を持っており、
こうした消費者側の要望をとうてい受け入れるこ
とができなかった。そこで消費者側は、（1）全量
買い取り、（2）不作のときの価格補償、（3）生産
者による価格決定という有機農業に取り組みやす
い条件を提示した 9）。こうして地元農家 22 戸に
よる「三芳村安全食糧生産グループ（以下、生産
グループ）」が組織される 10）。一方、消費者側も
グループを組織し、1974 年 2 月、111 人で「安
全な食べ物をつくって食べる会」が結成され、提
携の取り組みが始まるのである。1974 年 10 月か
らは『朝日新聞』で有吉佐和子の『複合汚染』の
連載が始まったこともあり、1975 年 10 月末には
「食べる会」の会員は 1200 人を超えるようにな
る 11）。
　この取り組みは、共同購入による提携活動であ
る。生産者は、週 1 回、首都圏に点在する「ポスト」
と呼ばれる荷受け場所まで農産物を運び、消費者
会員は生産者から農産物を受け取ることになって
いた（写真 1）。そして、そのポストに所属する
会員たちは、配送された農産物を自分たちで仕分
けるのである（写真 2）。　　　　　　
　そもそも、こうした活動に参加したのは専業主
婦たちである。毎日、子育てをし、台所を任され
ていた「彼女＝母親」たちは、自分も安全な食べ
物を食べたいという欲求を持ちつつも、まず子ど
もに「安全な食べ物を食べさせたい」という思い
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が強かった 12）。ある会員は、次のように述べてい
る。「（幼稚園で環境や食べ物についての勉強会が
あって）そういう話しを聞いていくうちに、子供
に何を食べさせるのが良いのかということになっ
て。やっぱり母親だからね。子供のことを考えれ
ば。そういうことで、幼稚園のお母さんたちが入っ
ていた『食べる会』に入会した」13）。当時は、農
薬を使用していない農産物がスーパーや宅配で手
に入れることのできない時代である。それゆえ、
安全な食べ物を手に入れようと思うと、どうして
も提携に参加しなければならない。ある会員は、
「他に安全な野菜を売っているところがなかった
し。子どものためにも必死な思いで（提携に）参
加したのよ」と話していた 14）。他にも、子どもを
背中に負ぶって野菜の仕分けに参加し、または生
産者による配送が遅れて野菜の仕分けが真夜中に
なったことなど、共同購入に対する必死さを伺わ
せる話を、当時から参加していた会員から数多く
耳にした。こうした大変な手間や身体的なコスト
を払いつつも、提携活動を厭わなかったのは、当
時、これ以外の手段で有機農産物が入手できな
かったことが大きい。
　また「全量買い取り」も、食べる側にとって大
きな問題であった。収穫量が少ないときは、全量
配送されても食べきることは可能である。しかし、
収穫量が多いと、それだけ配送される農産物は多
くなる。そのうえ、他の生産者と出荷物が重な
ると、同じ種類の野菜が何週にもわたって大量に
送られてくることになる。こうして、届けられた
農産物のなかで、献立を考えるなど調理や食べ方
の工夫に迫られるのである 15）。「食べる会」設立
時の代表であった戸谷委代さんは、次のように述
べている。「消費者は農産物にオーダーをせずレ
ディーメードの材料をいかにおいしく食べさせる
ように調理できるか、『あたえられた材料を調理
するしかたの多様性のなかからの選択の自由
3 3 3 3 3
』が
消費の心構えでなければならないと思っておりま
す」（戸谷 1981:83（傍点原文））。安全な食べ物
を手に入れたいと望むならば、毎日の食事内容や
食生活を見直す必要がある。提携は、消費者の日
常生活の中に絶えず農業生産の現場との関係を否
応なしにもたらすため、消費者は食の現場におけ
る自己変革を迫られるのであった 16）。しかし一方
で、ある会員が「『無農薬野菜だから』と言って、
毎日毎日キュウリ 2 本も 3 本も食べさせられて、
ついに『俺はキリギリスじゃねぇ』って、（提携
活動に参加する）母ちゃんに言ったんだ。『やめ
ちまえ』ってしょっちゅう言ってた」と述べたよ
うに、食べ方に対して家族内で反発もあったこと
も事実である。運動に参加する主婦たちは家族に
食事を提供する役割を担っている以上、家族一人
ひとりの食生活とも向き合わなければならない。
食べ方を変えるということは一個人の問題ではな
かったのである。
　とはいえ、共同購入を軸とした提携活動が多く
の都市の消費者を巻き込みながら広範囲に展開し
【写真 1】農産物の荷受け 【写真 2】農産物の仕分け
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ていった背景には、農薬を使っていない野菜が食
べたくなったとき、提携以外に有機農産物を獲得
する方法がなかったという現実を忘れてはならな
い 17）。そういう意味で、こうした時代制約が消費
者を食べ方に対する自己変革に向かわせたと言え
る。
3．有機農業運動を取り巻く環境の変化
　1980 年代後半から提携を取り巻く環境に大き
な変化がおとずれる。それは、デパートやスーパー
の量販店でも有機農産物が購入できるようになっ
たということである。というのも消費者による「有
機」に対する理解や関心が高まった結果、これが
購買のインセンティブとして働くようになったか
らである。こうして記号化された「有機農産物」「有
機野菜」は、「差別化商品」「高付加価値商品」と
して市場流通において取り扱われるようになり、
大手食品産業や商社、流通業者が有機農産物市場
に次々に参入してくるのである。
　ところが、様々な営利企業や団体が参入したた
め、「有機」という表示に混乱が生じてきた。また、
有機をめぐる虚偽や不当表示が氾濫する事態も招
いた。このような状況を受けて 1980 年代半ばか
ら有機農産物の公正な取引を保証するための制度
作りが政策的課題となっていく。こうして 1993
年 4 月、農林水産省によって「有機農産物等に係
る青果物等特別表示ガイドライン」が施行され、
「有機農産物」と「特別栽培農産物（減農薬・減
化学肥料等）」の表示内容が政府から提示される
のである。
　しかし、これには法的拘束力がないため、虚偽・
不当表示対策には限界があった。そこで 1999 年
7 月、FAO ／ WHO 合同の「コーデックス（国際
食品規格）委員会」が「有機」の国際規格を決め
たのに伴い、1950 年に制定された「JAS 法（農
林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法
律）」の一部を改定し、有機食品の検査認証・表
示制度を創設したのである 18）。こうして農林水
産省が指定する機関から有機認証を取得しなけ
れば「有機野菜」等の表示はできなくなるととも
に、罰則も伴うことになったのである 19）。この
ような「制度化」は、第三者（行政）が定めた厳
格な基準をクリアした安全な食べ物としてのお墨
付きを意味した。そして、この基準保証は、一定
の「商品価値」が伴うことも意味した。このよう
に有機農産物の「ブランド化」によって「運動」
から出発した有機農業が「ビジネス」として成立
する条件・状況が生まれてきたのである（桝潟
1995:39;2002:223）20）。
　さらに、女性の就業機会の増大により運動の担
い手であった専業主婦が減少したことも大きな環
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境変化であった。もともと共同購入には、同一時
間に農産物を荷受けし、かつ仕分けをするなど、
個々人がそれぞれの立場で労力を提供しあうとい
う方法と時間の共有が必要であった。それゆえ、
共同購入は専業主婦層の存在を前提条件としてい
たのである。
　こうしたなか、有機農産物を専門に扱ってきた
流通業者（流通事業体）が個人会員を対象にし
た「宅配」サービスを導入し始める 21）。個人宅配
であるならば、共同購入に参加しなくても、有機
農産物を購入できる。このように 1980 年代から
1990 年代にかけての有機農産物をめぐる展開は、
提携活動の前提であった共同購入の基盤や条件が
切り崩されていく過程であった。
　一方「食べる会」では、消費者会員の高齢化に
より、ポストまで行って、荷受けや仕分けに参加
することが難しくなる会員も出始めた。これが原
因でポストを解散せざるを得なくなった会員は、
以下のように述べている。「十数年会員だった人
が仕事が忙しくなってやめるなど、これまで何と
かつづけてきた会員もやめることになりました。
生産者の方々に対する、生産物引き取りの責任は
それぞれ痛感しながらも、現実には野菜をとり続
けられない状況になってきました。ネックは野菜
を分ける当番ができないことです」22）。
　こうしたなか、共同購入を軸にしてきた「食べ
る会」では、1980 年代後半から、入会者よりも
退会者の方が多くなり、会員を徐々に減少させて
いくことになる（図 1）。新しい会員が入らなけ
れば、いずれ野菜の荷受けができなくなり、ポス
トは消滅する。もし何十人も所属しているポスト
が消滅するならば、会員の大幅な減少につながり、
ひいては生産者の農業経営や生活に影響を与える
ことになる 23）。
　そこで 1998 年から、どうしても共同購入に参
加できない既会員 27 名に限って、民間の宅配便
業者に会員の自宅まで配送してもらう宅配サービ
スを認めることにしたのである。これは、当初、
やむを得ない措置であったものの、会員減少に対
する危機感から 2000 年に「生産グループ」の方
から「宅配会員の枠を広げたい」という提案があ
り、新規入会者を宅配でも募ることになった 24）。
なお、宅配会員は、共同購入の会員とは異なり、
通常の野菜代に対して宅配料金 640 ～ 740 円（夏
期は冷蔵配送のため 880 ～ 980 円）が上乗せさ
れることになっている。
　以下の表（図 2）は、ここ 10 年間のポストな
らびに宅配に参加する会員数を示したものであ
る。共同購入の会員数は減少しているものの、
年々、宅配の会員数は増えている。2009 年 3 月
現在、全会員のうち約 3 割が宅配会員である。宅
配会員になれば、毎週決まった時間に荷受けや仕
分けをする必要はない。共同購入に伴う苦労から
は解放されるのである。日中仕事に携わる女性が
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増えれば宅配会員は、今後も増えていくことが予
想される。なお 1980 年代からは「食べる会」の
総会員数は減少の一途であったが、昨今、宅配会
員の増加によって会員総数がわずかながらも増加
していることは付記しておきたい。
　そもそも提携の条件は、消費者会員が収穫物全
部を引き受ける「全量買い取り」であった。しかし、
すでに運動が始まってから一回の引き取り量につ
いては、生産者による出荷調整によって消費者に
「食べてもらえる量」を考慮したうえで出荷する
ようになっている。また、会員一人あたりの量を
1/3 減らしたコースも設けている。さらに 1998
年 1 月からは平均月額の野菜代の統計を示したう
えで、野菜代の上限を 4000 円にし、消費者への
金銭的な負担調整も実施している。また 1995 年
4 月には、これまで「会員一人あたり 1 ユニット」
という生産者が会員一人用に割り当てた野菜の量
を配送してきたが、ポストの人数とは無関係に希
望量のユニットを選択できるようにした。そして
1995 年 10 月からは、出荷の段階で生産者が配送
する野菜を仕分ける「ワンボックス制」を始めた
のである。これを選択すれば、ポストで野菜を仕
分ける必要はなくなるのである。
　このように 1980 年代から JAS 認定や有機農産
物の流通事業体による宅配サービスによって、有
機農産物の市場が形成されてきた。それに伴い、
有機農業運動の「制度化」など運動を取り巻く環
境が激変していった。こうした環境の変容によっ
て「有機農産物の生産・供給ビジネス化を招き、
結果的に有機農業運動の衰退を招来した」（波夛
野 2004:68）と指摘されるのである。
4．共同購入に参加する理由
　そもそも有機農業運動に参加した理由や動機の
大半が「安全な食品（ほんものの食べ物、ほんも
のの味）が欲しかったから」「母親として家族や
子供、次の世代の健康や命を守るため」「薬害、
農薬汚染、食品公害に関心があったから」である
ことは指摘されてきた（多辺田 1981a:50）。この
ような消費者側の要望を 1980 年代から始まる有
機農産物を専門的に扱う業者が個人宅配というか
たちですくい取っていくのである。こうして共同
購入による提携活動に参加する消費者は減少して
いくのであった。しかし、このように共同購入に
取り組む環境が厳しくなりつつも、現在、「食べ
る会」では、約 620 名の会員が共同購入に参加し
ている。そこで、ここでは消費者の共同購入に参
加する理由を明らかにする。
　もとより共同購入という手段を選択すると、宅
配と比べて、何かしら「不便さ」はある。聞き取
り調査をすると、「食べる会」の会員自身も、こ
うした「不便さ」を感じないことはないという。
ある会員は「毎週、同じ時間、同じ場所に行かな
ければならないのは、どう考えても、そりゃネッ
クですよ」と話していた 25）。しかし、このような
苦労をときには感じつつも、一方では共同購入に
取り組む積極的な理由がある。
　まず、それは「生産者との関係性」があげられ
る。提携は、市場流通に依存せずに生産者による
直接配送であった。こうした取り組みのなかで、
生産者との週一回の交流に楽しみを見いだしてい
く。ある会員は、このように話しをしていた。「提
携には色んな、私のちっちゃな歴史がいっぱいあ
るわけ。（生産者から野菜を受け取る際の）たか
だか 10 分くらいの話で、それが毎週積み重なれ
ば、何時間にもなるわけでしょ。宅配だと、それ
がないじゃない。こうした積み重ねや歴史のなか
で、彼らや野菜に対し愛着や信頼ができてくるん
だと思う」26）。少しの時間でも話しをしてきた「歴
史＝経験」を大切にする気持ちが彼女を共同購入
に向かわせている。こうした実践が三芳村から運
ばれる農産物に対する愛着となり、安心できる野
菜となっていくのである。また生産者と直接話す
機会があるということは、野菜の出来具合だけで
なく、調理方法についての情報が得られるメリッ
トもある。ある会員は「野菜の使い方が分からな
いときがあるので、そういうものに関しての助言
を直接聞くことができるでしょ。野菜の下処理の
仕方とか参考になるし」と話していた 27）。野菜を
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作った本人に尋ねることができるも、生産者の自
主配送によるところが大きいのである。
　次に「消費者会員との関係性」があげられる。
ポストでは、そこに所属する会員たちで配送され
る農産物を荷受けし、仕分ける作業を行う。それ
ゆえ、会員同士で、食べる野菜についての情報の
やり取りが行われる。ある会員は「共同購入だか
ら、情報交換するじゃないですか。みんなで。野
菜を分けるときに『この間来た野菜、どう料理し
た？』『この野菜、どうやって食べる？』って聞
くことができるし」と話していた 28）。あるいは「美
味しい野菜」にめぐり合えたとき、その感動や喜
びを「共感」してくれる他者がいることも魅力だ
と話す会員もいた 29）。さらに、会員のなかで食
べるのが苦手な野菜が配送されると、会員同士で
分量の増減をし、受け取る野菜の内容や量を調整
することも共同購入ならばできると話しをしてい
た 30）。このように生産者だけでなく、消費者同士
がつながることによって生まれる関係性のなかで
共同購入を続ける人たちがいる。
　こうしたなか、自宅の庭でポストの野菜を荷受
けしている会員は、このように話しをしている。
「荷受け場所を引き受けて、何 10 年、経ってます
からね。みんなが長くとり続けられるようにとい
う気持ちがありますよね。（荷受け場所であるポ
ストを）辞めるとみんなとバラバラになって、野
菜が取れなくなるでしょ」31）。ポストが解散して
しまうと、三芳の農産物を食べていくためには、
他のポストに移動するか、宅配会員になるしかな
い。ポストの移動となれば、今の荷受け日時も変
わるため、都合がつかなくなる可能性も否定でき
ない。あるいは宅配会員に移行すると、野菜代と
は別に宅配料金が上乗せされる。別途料金が発生
するとなれば、ポストが解散した後、全員が必ず
しも宅配会員に移行するとは限らない 32）。宅配会
員にも移行せず、そのまま退会する可能性もある。
ある会員は「ポストが解散して宅配にした方は、
お勤めの人だからさぞ喜んでおられると思ったの
に、『高いから止めた』と云われました」と述べ
ている 33）。
　こうしたことから、野菜代のみで配送料金がか
からないという点に共同購入の意義を見いだす声
も聞かれる。「野菜の仕分けってセルフサービス
でしょ。もし共同購入をやめて、宅配にしたら、
高くつきますよね」と話す会員がいる。つまり、
経済的なコスト負担から共同購入に参加するの
である。そうすると、配送料という経済的なコス
トからも、共同購入は機能していると言えるだろ
う 34）。このように共同購入は、主に「生産者との
関係性」や、「消費者会員の関係性」だけでなく、
配送に伴うコスト判断によって支えられている現
実がある。
5．共同購入という「経験」＝食べる「資格」
　聞き取り調査を実施すると、共同購入を維持し
ていくのに会員自らが様々な工夫を行っているこ
とも明らかになった。例えば、荷受け場所が集合
住宅の廊下や階段の踊り場であるポストでは「分
けるときの話し声や足音がうるさい」と周辺住民
からの苦情が寄せられることがある。こうしたポ
ストでは「静かに、そしてとにかく、テキパキと
分けるんです」と話していたように、野菜を迅速
に分けることを心がけている 35）。また野菜が「泥
つき」であるため「アパートの配水管が詰まるの
で、泥を廊下にあげないでほしい」という苦情に
対しては「（水を入れた）バケツを予め持ってきて、
その中で洗って、泥を残さないようにする」と話
していた 36）。このように共同購入の実践のなかに
は、このような消費者会員の日常的な工夫の積み
重ねがいくつもある。
　また自宅の庭やガレージに仕分けした野菜を置
いておくなど、決まった時間帯に取りに来られな
い会員でも野菜を受け取れるようにしているポス
トもある。こうしたポストでは、野菜を取りに来
られない会員は、野菜代の会計を担当するなど、
他の仕事を分担するようにしている。このように
作業を分担することによって共同購入を維持し続
けるような様々な工夫をしているのである。
　このような共同購入に伴う経験や歴史は、日々
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の実践のなかで集積されてくると、運動の「達成
感」にもなる。ある会員は「安全な食べ物のため
に、これまで自分はやってきたし。その結果があっ
たからこそ、今の提携や共同購入があるのだと思
う」と自信をもって話す会員がいる 37）。そもそも
運動の初期の頃は、他に有機農産物を購入する手
段がなく、今以上に苦労や努力の連続だったとい
う。こうした経験を積み重ねてきているからこそ、
「達成感」が生まれるのである。また、このよう
な「達成感」は、「信頼できる野菜」「安心して食
べられる野菜」という意識の醸成にもつながって
いる。ある会員は「これまで一生懸命やってきた
から、この三芳野菜があるわけ」と話す 38）。これ
までの努力や工夫など、様々な経験や歴史が農産
物に対する「安心感」や「信頼感」を作り出すこ
とにもなっているのである。
　ところが、こうした努力や工夫の経験が三芳村
の有機農産物を食べる「資格」として転化する側
面もある。つまり、こうした身体的な経験が、共
同購入に参加する会員が支払うべきコストとして
認知されてしまうと「苦労しなければ三芳の野菜
買えない」という規範が形成されてしまうのであ
る。例えば、もともと「食べる会」において宅配
を導入する是非をめぐって議論したとき、会員の
なかから「楽をして三芳の野菜をとろうとするの
はワガママ」「仕分けがシンドイ、ナニがしんど
いという人には、食べる資格がない」の意見が提
出されたという 39）。また、共同購入や会の運営に
積極的に参加しない会員を「美味しい安全な野菜
を『ただ食べるだけの人』」と揶揄する声があがっ
たことも事実である 40）。
　さらに、こうした提携活動への考え方に対す
る批判は、新しく「食べる会」に入った会員か
らも出ている。ある若い会員は、ポストで古参
の会員から「（今は）受け取りに行かなくても誰
かが分けてくれる。新しく入ってくる若いあな
たたちは恵まれているよ」とよく言われると話
していた 41）。また、ある若い会員は、新たに会
員を勧誘するとき『三芳の野菜は美味しいよ』っ
ていうアピールでいい。まず苦労話をすることか
ら、提携を語ることをやめにしませんか」と述べ
ていた 42）。
　確かに、共同購入に伴う身体的な苦労は、運動
の「達成感」を生み、野菜に対する「安心感」や
「信頼感」を醸成させてきた。しかし、こうした
経験は、三芳野菜を食べる「資格」として会員を
拘束してきたことも事実である。共同購入に参加
しない宅配会員や新規会員を運動の「フリーライ
ダー（ただ乗り）」として見てしまう眼差しがな
いことはなかった。だが、会員の高齢化や共同購
入に参加する会員の減少を考えると、新しい会員
を積極的に獲得していく必要に迫られるため、こ
れまでの苦労や努力の表出を抑制することが求め
られる。しかし、つい口に出してしまう会員もい
るのである。こうした葛藤やせめぎ合いのなかで、
共同購入が続けられている。
6．おわりに――「共同購入＝提携」の新
しい意味の模索
　こうした共同購入をめぐる状況を踏まえ、より
多くの消費者が参加できるような仕組みをつくり
あげているポストも見受けられる。例えば、野菜
の荷受け・仕分けを「当番制」にするのである。
共同購入の原則では、そのポストに所属する全会
員が毎週決まった時間に野菜の荷受け場所に集合
しなければならない。これだと、日中仕事を持つ
会員が共同購入に参加することは難しい。そこで、
集まることのできる会員だけで、野菜の荷受け・
仕分けを実施し、参加できない会員は、ポスト長
（ポストの運営責任者として「食べる会」の事務
局に連絡する係）や野菜代の会計を担当するなど、
他の仕事を担当してもらうのである 43）。このよう
に作業を分担することによって、共同購入を維持
しているのである。また共同購入について、ある
会員は「宅配会員は楽していると言うのもやめよ
うと思うんです。宅配会員は、生産者と直接関わ
ることで生まれる楽しさや面白さを放棄している
ですよ」と話している 44）。このように共同購入に
積極的な動機を見つけ、新たな意味づけを行って
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いる現実も見られる。このように共同購入をめぐ
る問題や課題はありながらも、それを維持し、ま
たそれを支えようとする様々な実践が見られるこ
とは注視しなければならないだろう。
　さらに、ある会員は、以下のように話す。「消
費者の欲しい野菜を作ってきてくれて。30 何年
間、生産者は消費者に尽くして、尽くしてくれ
ているわけだし。生産者は本当に誠実に一生懸命
やってきてくれたと思う。消費者は会を簡単にや
められるけど、生産者は農業をやめることができ
ないでしょ。会員であることに責任があると思
う」45）。消費者はいつでも会をやめて、他のルー
トから有機農産物を購入することはできる。しか
し、生産者側は「食べる会」との取引をやめて新
たに販路を開拓することは簡単なことではない。
消費者は、生産者との付き合いのなかでお互いの
立場が異なり、両者は「非対称」であることに気
づいていったのである。また消費者会員は、生産
者の人間性だけでなく、農薬や化学肥料を使わず
に生産することの難しさなど営農環境までも深く
知ることにもなった。こうして消費者会員は、三
芳野菜を買い続けることが相手の生活を支える
「重みのある行為」として理解されるからこそ、
そこに「責任」を見出しているのである。
　もちろん、生産者と消費者が絶えず友好的な関
係を築くことには多くの課題や困難がある。実際、
その立場の違いから両者の関係性が崩れ、提携活
動が休止した事例は少なくない。しかし、「食べ
る会」の事例で示したように、有機農産物や共同
購入を手がかりにして消費者会員が三芳野菜を購
入する意味を見出し、それによって生産者を買い
支えることにつながったことは注目すべきことで
ある。提携によって国内の農産物の需要が増える
かどうかは断言できないが、この事例は少なくと
も消費者自身が特定の生産者の農産物を「買い続
ける＝買い支える」ことによって営農環境の維持
が期待できることを示したと言える。ここに提携
活動や有機農業運動の発展と日本農業の「持続可
能性」を考えるにあたって示唆的な論点があるよ
うに思える。
　また昨今、有機農産物はスーパーマーケットな
どの店先でも購入できるになった。このような時
代において、共同購入による提携は、その役割を
低下させたのであろうか。そもそも提携は、安全
な食べものを購入したいと考える消費者が農薬や
化学肥料を使用せずに栽培する生産者と結びつく
ことであった。こうした運動は、有機農産物が市
場で取引されていなかったため仕方がないことで
ある。しかし、運動の展開のなかで、両者が直接
的に結び合うことが食べものへの「安心感」を生
み、結果的に食べものの「安全性」を担保にする
ことになることに気づいていったのである（多辺
田 1981b:256）46）。昨今、科学的な分析によって、
あるいは生産者と消費者のつながりを数値化する
ことによって食べものの「安全性」を保証する動
きがある。しかし、何をもって安全かを消費者が
理解することが難しくなる昨今、提携による有機
農業運動は、生産者と消費者、あるいは消費者同
士で構築される人間関係――「関係性の重視」―
―によって、食べものの「安全性」をつくり出し
ていく点において、提携が果たす役割はまだ大き
いと思われる。
　とはいえ、有機農業運動、とりわけ 1970 年代
前半から共同購入を主体とした提携活動に取り組
んできた消費者グループに問題がないわけではな
かった。そもそも、共同購入に伴う身体的な苦労
は、運動の「達成感」を生み、野菜に対する「安
心感」や「信頼感」を醸成させてきた。しかし、
こうした経験は、三芳野菜を食べる「資格」とし
て会員を拘束してきたことも事実である。共同購
入に参加しない宅配会員や新規会員を運動の「フ
リーライダー（ただ乗り）」として見てしまう眼
差しを形成していたのである。現在、共同購入に
参加しない宅配会員や参加経験の浅い新規会員を
獲得し、運動の継続を考えていくならば、�苦労話�
に収斂しない、提携活動の新たな論理形成が模索
されている。こうしたなかで、共同購入に取り組
みやすい環境をつくり出し、その取り組みに対す
る新たな意味づけや動機付けを行っている現実が
あることも忘れてはならない。これまでの先行研
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究において見られたように、提携活動を主体とし
た有機農業運動を「停滞」や「凋落」としてのみ
捉えるならば、今でも積極的に共同購入に参加す
る消費者の論理や共同購入に伴う日常的な実践を
捨象してしまう。本論文では、こうした現実があ
ることを明らかにした。有機農業運動における共
同購入の位置づけを見定めていくことが今後の課
題である。
注
1） 現在、有機農業や有機農産物は日常言語化しつつ
あるが、そもそも有機農業という言葉が定着し始
めたのは、1971 年の「日本有機農業研究会」の
結成によってである。この組織は、農薬や化学肥
料に依存しない農業を模索する人たちを中心に
結成された。この時、すでに英語として使われ
ていた �Organic Farming� の訳語として、同研
究会の呼びかけ人の一人である一楽照雄が考え
出した「有機農業」という言葉が、組織の名称に
なったとされる（荷見 1991:2）。こうして、この
「日本有機農業研究会」が有機農業運動の推進に
中心的な役割を果たしていくのである。この会の
説明によると「有機農産物とは、生産から消費ま
での過程を通じて化学肥料・農薬等の合成化学物
質や生物薬剤、放射線物質、遺伝子組み換え種子
及び生産物等をまったく使用せず、その地域の資
源をできるだけ活用し、自然が本来有する生産力
を尊重した方法で生産されたもの」（日本有機農
業研究会編 1999:338）と定義されている。ただ、
農業経済学者である保田茂が「有機農業とは、近
代農業が内在する環境・生命破壊的性格を止揚
し、土地－作物（－家畜）－人間の関係における
物質循環と生命循環の原理に立脚しつつ、生産
力を維持しようとする農業の総称である」（保田
1986:12）と述べているように、農薬や化学肥料
という近代技術に依存しない農業体系という「底
の浅い」ものではなく、「生命と物質の循環」や「地
域自給」という大きな運動目標を設定しているこ
とを忘れてはならないだろう。
2） 代表的な有機農産物の流通事業体である「大地を
守る会」では、個人宅配を 1985 年から始めてい
る。また「生活協同組合（生協）」では、例えば「首
都圏コープ事業連合」が個別宅配を 1990 年から
始めている。
3） 「社会学」、とりわけ「環境社会学」において有機
農業運動研究は「海外の環境社会学者がほとんど
扱っていない、日本の環境社会学に特徴的なテー
マである」（長谷川 2003:17）と指摘されている。
4） 谷口は、提携を消費者の「生活者としての自己変
革」として捉える。提携運動は、「目的達成を志
向する運動ではなく、むしろ日常性批判の契機を
通じて、絶えず自らを作りかえ、状況に働きかけ
ていく、完成することのない過程である。このよ
うに運動の意義を整理し直して、私は提携運動を
『生活者の形成』過程と理解するのがふさわしい
と思う」（谷口 1989:92）と述べる。
5） 「生活協同組合（生協）」も、昨今の有機農産物の
流通状況と同様、共同購入を積極的に展開してい
る。こうしたなか、先行研究では、すでに班組織
による共同購入の脆弱化が指摘されている。例え
ば、大窪一志は、1985 ～ 1990 年度の「日本生協連」
による調査データや「コープかながわ」を事例に、
組合員の利用高の伸びが停滞し、共同購入を実施
する班の組織率が低下していることを指摘する
（大窪 1994）。また西城戸誠は、北海道の「生活
クラブ生協」をとりあげ、班別共同購入による停
滞要因を社会運動論の立場から分析している（西
城戸 2008）。
6） 本調査を進めるのにあたって、まず筆者は調査
対象である「食べる会」に入会した（2005 年 1
月）。そして現在に至るまで、自分自身も、他の
会員と同様、ポストで野菜を荷受け・仕分けする
という共同購入による提携活動に参加してきた。
このような「参与観察型」の調査方法をとったの
は、単発式のアンケート調査では、紋切り型の回
答しか得られず、有機農業運動に参加してきた人
間の提携活動に対する思いや考えの �深さ� まで
掴むことができないと判断したからである。さら
に、調査者自身が会員という立場であれば、これ
までの会の機関誌やチラシの閲覧・収集ならびに
聞き取りもしやすくなるという調査を進めるう
えでの利点もある。こうした 5 年にわたる参与
観察に基づいたうえで、運動歴の長い会員とそう
でない会員を選び、計 32 人に聞き取り調査を実
施し、提携や共同購入についての思いや考えを忌
憚なく話しをしていただいた。そのなかには、論
文として軽々しく発表できない話しも多々ある。
このように提携活動に参加する消費者の意味世
界を深層から総体的に捉えるためには、このよう
な「質的調査」は調査方法として妥当性があると
思われる。
7） この運動を率いていたのは、「安全食糧開発グ
ループ」代表の岡田米雄である。「ホンモノ」の
食べ物は生産者と消費者による「自給・自衛農
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場」の設立によってしか得られないと考えていた
岡田は、牛乳以外にも安全な野菜を共同購入しよ
うとして三芳村の山名地区に注目した。ここに注
目したのは、館山市に創立された「千葉県農村中
堅青年養成所」の所長を務め、文筆活動の知己で
あった和田金次がおり、その甥である和田博之が
すでに有機肥料で夏ミカンを栽培していること
を知っていたからである（安全な食べ物をつくっ
て食べる会 30 年史刊行委員会編 2005:15）。
8） 消費者たちは「無農薬・無化学肥料」の条件以外
に、ビニールハウスを使わない「露地栽培」を依
頼した。またニワトリのエサは、配合飼料を使用
せず、米糠と野菜残渣ならびに国産の麦・トウモ
ロコシを使用することも依頼した。
9） 当時、三芳村では、ミカンやショウガを専作する
農家が多かった。しかし、1970 年代から価格が
暴落し始め、農業の将来に不安を抱えていた。こ
うしたなか「虫付き野菜」でも、収穫できれば
購入してもらえることは農家にとって魅力的で
あった。こうした事情も、現地の農家が有機農業
運動に取り組んだ要因の一つである（中野・中島
1983）。
10） 1976 年 10 月に「三芳村生産グループ」と改称し
ている。
11） これまで会員が最も多かったのは、1985 年 2 月
ならびに 9 月の 1,372 人である。
12） 日本の社会運動において、女性は「生命を守る」
母親の立場から運動の主役となってきたとし、そ
こでは「母の観念」が行為の志向と意思決定の
準拠の枠組みとなっていることは指摘されてい
る（長谷川 1989:91-110）。また青柳みどりも、
計量的な調査から女性の環境運動参加について
子供の有無が大きな要因だと指摘している（青柳
1995:157）。有機農業運動においても「主婦・母親」
という社会的カテゴリーが「家族の健康や命を守
る者」としての社会的アイデンティティーを有し
ている。
13） 会員歴 18 年の A さん（女性、50 代前半）への
聞き取り調査による、2007 年 6 月 20 日
14） 会員歴 33 年の B さん（女性、50 代後半）への
聞き取り調査による、2007 年 6 月 17 日
15） 多辺田政弘は、消費者が生産ベースにあわせてい
く姿勢を「農民に対する『礼節』であり、食べ方
の基準をもつことになる」と述べている（多辺田
1990:157）。しかし波夛野豪は、余剰農産物を消
費者の胃で処理するがゆえに「全量引き取り」に
は苦労話が尽きないことを踏まえ、これが合理的
判断であったかどうかは検討を要すると指摘す
る（波夛野 2004:63）。
16） 会員歴 34 年の C さん（男性、70 代前半）への
聞き取り調査による、2007 年 4 月 15 日
17） 谷口吉光は、そもそも消費者が提携の苦労を厭わ
なかったのは「そうする以外に有機農産物を手に
入れることができなかった、他に選択の余地がな
3 3 3 3 3 3 3 3 3
かった
3 3 3
」からであり、「提携を通じなければ安全
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
な食べものが手に入らなかった
3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
という事情が大
きかった」と指摘している（谷口 1991:215､217（傍
点原文））。
18） 「改定 JAS 法」は、2000 年 6 月に施行され、経
過措置の後、2001 年 4 月から完全実施されてい
る。
19） 提携を軸に有機農業運動を先導してきた「日本有
機農業研究会」は、政府に働きかけた結果、提携
の場合には JAS 法の規制の範囲外となり、「有機」
の農業技術的な内容が JAS 規格に適合している
か、それ以上であるならば、ニュースレターやパ
ンフレット、注文書、看板などで「有機」と掲
げ、情報提供してもよいことを認めさせた。よっ
て「三芳村生産グループ」は有機認証を取得して
いない。
20） 1990 年代に入ってから、当初「新しい社会運動」
であると見なされた「エコロジー運動」や「環境
運動」が「制度化、政策化の段階」にさしかかっ
ているという（寺田 1990:63）。この有機農業運
動も、JAS 法の規制を受けるなど、例外ではなく、
新しい局面を迎えている。このような「制度化、
政策化の段階」は、運動から出発した有機農業が
産業社会における「ビジネス」として成立するこ
とも意味する（国民生活センター編 1992）。つま
り、基準をクリアした農産物であれば、「有機農
産物」として市場において付加価値が付き、高い
値段で売れる可能性が生まれたのである。
21） 「大地を守る会」は、1975 年 8 月、藤本敏夫や藤
田和芳ら学生運動経験者が「農薬公害の完全追
放と安全な農畜産物の安定供給」を求めて設立さ
れた。生産者に作ってもらった有機農産物を「ス
テーション」と呼ぶ 10 人前後の班組織を作り、
そこに注文された農産物を週 1 回届けるという共
同購入を組織化する。1977 年には流通部門を独
立させ、「株式会社大地」を設立する。1985 年か
らは「個人宅配・個別配送」を導入する。2002
年現在、生産者の会員は約 2,500 農家、消費者会
員は約 57,135 世帯であり、その数は増加傾向に
ある（藤田 2002）。
22） 『土に生きる』第 18 号（1992 年）
23） 『食べる会しんぶん』第 21 号（1998 年）には、
会員の減少は「生産者の意欲をも損ないかねませ
ん」として「仲間を増やしましょう」と書かれて
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いる。
24） 『食べる会しんぶん』第 44 号（2000 年）
25） 会員歴 17 年の D さん（女性、40 代後半）への
聞き取り調査による、2007 年 4 月 15 日
26） 会員歴 22 年の E さん（女性、40 代後半）への
聞き取り調査による、2007 年 6 月 3 日
27） 会員歴 5 年の F さん（女性、40 代前半）への聞
き取り調査による、2007 年 6 月 5 日
28） 会員歴 24 年の G さん（女性、40 代後半）への
聞き取り調査による、2007 年 6 月 18 日
29） 会員歴 18 年の A さん（女性、50 代後半）への
聞き取り調査による、2007 年 6 月 19 日
30） 会員歴 28 年の I さん（女性、50 代後半）への聞
き取り調査による、2009 年 3 月 4 日
31） 会員歴 33 年の H さん（女性、60 代前半）への
聞き取り調査による、2007 年 6 月 28 日
32） もちろんポストの解散、あるいは引越しによって
宅配に移行する会員もいる。現在、宅配会員 209
名のうち 110 名が元ポスト会員であるという（「食
べる会」事務所への聞き取り調査による、2009
年 1 月 22 日）。
33） 『食べる会しんぶん』第 73 号（2004 年）
34） 谷口吉光は、これまでの有機農業研究では、運
動の側面を重視するあまり、経済の問題を十分
に論じてきたとは言い難いと指摘する（谷口
1989:86）。
35） 会員の I さん（女性、60 代前半）への聞き取り
調査による、2007 年 6 月 23 日
36） 会員歴 17 年の D さん（女性、40 代後半）への
聞き取り調査による、2007 年 4 月 15 日
37） 会員歴 17 年の D さん（女性、40 代後半）への
聞き取り調査による、2007 年 4 月 15 日
38） 会員歴 22 年の E さん（女性、40 代後半）への
聞き取り調査による、2007 年 6 月 3 日
39） 『食べる会だより』3 月号（1996 年）
40） 「1996 年度総会資料」より
41） 会員歴 5 年の F さん（女性、40 代前半）への聞
き取り調査による、2007 年 6 月 5 日
42） 会員 J さんの「2007 年度食べる会総会」での発
言による、2007 年 6 月 13 日
43） 「当番制」にせず、野菜の仕分け代を別途徴収し
ているポストもある。
44） 会員歴 17 年の D さん（女性、40 代後半）への
聞き取り調査による、2007 年 4 月 15 日
45） 会員歴 24 年の G さん（女性、40 代後半）への
聞き取り調査による、2007 年 6 月 18 日
46） 多辺田政弘は、「食べものの安全性」についての
考え方を 2 つに区分している。それは、食品分
析学や毒性学の範疇で捉え、分析的科学のなか
で片付けようとする考え方（「分析主義」あるい
は「安全主義」）と、一方で食べものの安全性は、
生態系を破壊せず再生産可能な持続的生産関係
を協力し合ってつくり出されるという、生産者と
消費者の「有機的」関係のなかで結果的に保証さ
れるという考え方（「関係性重視主義」あるいは
「労働共感主義」）である。この分類を踏まえ、有
機農業運動は、生産者と消費者の直接的相互交流
が進むなかで、「安全性」の考え方に「分析主義」
から「関係性の重視」という変化が生じたと指摘
している（多辺田 1981:256）。
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